
地方公共団体発行割引証等取扱規則 新旧対照表 

改 定 現 行 備考 

地方公共団体発行割引証等取扱規則 地方公共団体発行割引証等取扱規則  

2018年４月１日規則第40号 2018年４月１日規則第40号  

（割引証等の発行対象者に関する定義） （割引証等の発行対象者に関する定義）  

第３条 この規則において「身体障がい者」とは、身体障がい者福祉

法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定により身体障がい

者手帳の交付を受けている者をいう。 

第３条 この規則において「身体障がい者」とは、身体障がい者福祉

法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定により身体障がい

者手帳の交付を受けている者をいう。 

 

  ９ この規則において「通学に際し当社線の利用を余儀なくされてい

る大阪市立小中学校の児童及び生徒」とは、大阪市が設置する小学

校、中学校及び義務教育学校の児童及び生徒並びに大阪市が設置す

る特別支援学校の小学部又は中学部に通学する者で、通学に際し当

社線の利用を余儀なくされており、当該学校長が認定した者をい

う。 

 

（割引証等の取扱い） （割引証等の取扱い）  

第５条 次に定める大阪市在住者に対して、別表２に定める発行者が

発行する無料乗車証、乗車料金割引証又は敬老優待乗車証（以下「割

引証等」という。）の提示により、無賃、運賃及び料金の割引又は

第14条に規定する取扱いを行う。 

第５条 次に定める大阪市在住者に対して、別表２に定める発行者が

発行する無料乗車証、乗車料金割引証又は敬老優待乗車証（以下「割

引証等」という。）の提示により、無賃、運賃及び料金の割引又は

第14条に規定する取扱いを行う。 

 

  (５) 通学に際し当社線の利用を余儀なくされている大阪市立小

中学校の児童及び生徒 

 

（無料乗車証の発行範囲） （無料乗車証の発行範囲）  

第９条 介護人付無料乗車証は、別表２に定める発行者が次の者に対

して発行する。 

第９条 介護人付無料乗車証は、別表２に定める発行者が次の者に対

して発行する。 

 

３ 区間を限定した無料乗車証は、別表２に定める発行者が第１項第

１号及び第２号の規定により介護人付無料乗車証の交付を受けた

者の通勤、通学又は通園時におけるその介護人に対して発行する。 

３ 区間を限定した無料乗車証は、別表２に定める発行者が次の者に

対して発行する。 

 

  (１) 第１項第１号及び第２号の規定により介護人付無料乗車証

の交付を受けた者が、通勤、通学又は通園する場合において、

 



その介護人 

  (２) 通学に際し当社線の利用を余儀なくされている大阪市立小

中学校の児童及び生徒 

 

（割引証等を失ったとき） （割引証等を失ったとき）  

第27条 割引証等の交付を受けている者がこれを失ったときは、官公

署の証明書を添えて、その旨をただちに大阪市の区長又は福祉局長

を経て当社に届け出なければならない。この場合、割引証等の再発

行は行わない。ただし、災害等の事由により滅失した場合及び敬老

優待乗車証を失ったときにあっては、この限りでない。 

第27条 割引証等の交付を受けている者がこれを失ったときは、官公

署の証明書を添えて、その旨をただちに大阪市の区長、福祉局長又

は教育長を経て当社に届け出なければならない。この場合、割引証

等の再発行は行わない。ただし、災害等の事由により滅失した場合

及び敬老優待乗車証を失ったときにあっては、この限りでない。 

 

 割引証等の交付対象者 発行者 申請手続 

 身体障がい者、知的障がい者及び

その介護人 

戦傷病者及び原爆被爆者 

特別児童扶養手当受給世帯の世

帯主 

大阪市

区長 

大阪市福祉局長が定め

るところによる。 

 精神障がい者及びその介護人 大阪市健康局長が定め

るところによる。 

 敬老優待乗車証条例第２条各号

のいずれにも該当する者 

大阪市

長 

大阪市長が定めるとこ

ろによる。 
 

 割引証等の交付対象者 発行者 申請手続 

 身体障がい者、知的障がい者及び

その介護人 

戦傷病者及び原爆被爆者 

特別児童扶養手当受給世帯の世

帯主 

大阪市区

長 

大阪市福祉局長が定

めるところによる。 

 精神障がい者及びその介護人 大阪市健康局長が定

めるところによる。 

 敬老優待乗車証条例第２条各号

のいずれにも該当する者 

大阪市長 大阪市長が定めると

ころによる。 

 通学に際し当社線の利用を余儀

なくされている大阪市立小中学

校の児童及び生徒 

大阪市教

育委員会

教育長 

大阪市教育委員会教

育長が定めるところ

による。 
 

 

別記様式 別記様式  

大阪市が発行する割引証等 大阪市が発行する割引証等  

 (１) 無料乗車証  (１) 無料乗車証  

    イ 介護人付無料乗車証（単独乗車可）     イ 介護人付無料乗車証（単独乗車可）  

表 表  



 
裏 

   

 
裏 

   

 備考：2024年３月２日から2024年３月31日までの間、別に定める様式

も有効とする。 

 

    エ 区間を限定した無料乗車証     エ 区間を限定した無料乗車証  

       (ウ) 小中学生用  



  表 

 

裏 

 

 

附 則    

 この規則は、2024年４月１日から施行する。   

 



連絡運輸規則 新旧対照表 

改 定 現 行 備考 

連絡運輸規則 連絡運輸規則  

2018年４月１日規則第44号  2018年４月１日規則第44号   

（用語の意義） （用語の意義）  

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

 

(１) 社 当社線と連絡運輸を行う他の運輸機関で、次に掲げるも

のをいう。 

(１) 社 当社線と連絡運輸を行う他の運輸機関で、次に掲げるも

のをいう。 

 

  コ 神戸市交通局（以下「神戸市交」という｡）  

  サ 京都市交通局（以下「京都市交」という。）  

（鉄軌道自動車線連絡定期券の適用規則） （鉄軌道自動車線連絡定期券の適用規則）  

第５条 鉄軌道自動車線連絡定期券は、当社線並びに他の運輸機関の

経営する鉄道及び軌道については、本規則を適用し、自動車線につ

いては、社の定める規定を適用して取り扱うものとする。 

第５条 鉄軌道自動車線連絡定期券は、社において発売するものと

し、当社線並びに他の運輸機関の経営する鉄道及び軌道について

は、本規則を適用し、自動車線については、社の定める規定を適用

して取り扱うものとする。 

 

     

別表１ 連絡運輸の範囲 別表１ 連絡運輸の範囲  

Ⅱ 削除  Ⅱ 鉄軌道自動車線連絡  

   １ 自動車線・阪急・当社線の３線連絡  

    (１) 発売範囲  

  神戸市交、京都市交 阪急 当社線 

路線 発売範囲 

接

続

駅 

路

線 

発売

範囲 

接

続

駅 

路

線 

発売

範囲 

阪急が自動車線各社と定 Ⅰ 鉄軌道連絡７ 阪急

 



める路線及び接続駅 電鉄連絡（梅田接続）及び

８ 阪急電鉄連絡（天神橋

筋六丁目接続）に定めると

おりとする。 
 

    (２) 発売券種  

     ア 当  社  発売しない  

     イ 自動車線  発売しない  

     ウ 阪  急  通勤定期券（大人のみ）  

             通学定期券  

     

   ２ 自動車線・阪急・当社線・京阪の４線連絡  

    (１) 発売範囲  

  

神戸市交、京都市交 阪急 

当

社

線 

京阪 

路線 発売範囲 接

続

駅 

路

線 

発

売

範

囲 

接

続

駅 

接

続

駅 

接

続

駅 

路

線 

発

売

範

囲 

阪急が自動車線各社と定

める路線及び接続駅 

Ⅰ 鉄軌道連絡13 阪急・

当社線・京阪の３線連絡に

定めるとおりとする。 
 

 

    (２) 発売券種  

     ア 当 社       発売しない  

     イ 自動車線・京阪共  発売しない  

     ウ 阪 急       通勤定期券（大人のみ）  



                 通学定期券  

     

   ３ 自動車線・阪急・当社線・南海の４線連絡  

    (１) 発売範囲  

  

神戸市交 阪急 

当

社

線 

南海 

路

線 

発売

範囲  

接続

駅 

路

線 

発売

範囲 

接

続

駅 

接

続

駅 

接

続

駅 

路

線 

発売

範囲 

阪急が自動車線

各社と定める路

線及び接続駅 

Ⅰ 鉄軌道連絡14 阪急・当社線・

南海の３線連絡に定めるとおりと

する。 
 

 

    (２) 発売券種  

     ア 当 社      発売しない  

     イ 自動車線・南海共 発売しない  

     ウ 阪 急      通勤定期券（大人のみ）  

                通学定期券  

     

附 則   

この規則は、2024年４月１日から施行する。   

 



指定学校に関する規則 新旧対照表 

改 定 現 行 備考 

指定学校に関する規則 指定学校に関する規則  

2018年４月１日規則第45号 2018年４月１日規則第45号  

（指定学校の定義） （用語の意義）  

第２条 指定学校とは、次の各号のいずれかに該当する施設をいう。 第２条 この規則において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

 

(１) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する幼稚園、

小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特

別支援学校、大学及び高等専門学校。ただし、通信による教育

を行う学校の通信教育部にあっては、当社の指定を受けた学校

に限る。 

(１) 学校 学校教育法（昭和22年法律第26号。以下同じ。）第１

条に規定する幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学

校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校並び

に同法第124条に規定する専修学校、同法第134条に規定する各

種学校及び他の法令に基づいて設置された教育施設をいう。 

 

(２) 前号以外の国公立の学校であって、当社の指定を受けた学校 (２) 国公立の学校 国及び地方公共団体が設置した学校  

(３) 学校教育法第124条及び第134条の規定によって設立された

学校であって、当社の指定を受けた学校 

(３) 指定学校 当社が通学定期券を発売する学校として指定し

たものをいう。 

 

(４) 外国の大学、大学院又は短期大学の日本校のうち、学校教育

法施行規則（昭和22年文部省令第11号）第155条第１項第４号、

第155条第２項第６号又は第156条第３号の規定により、我が国

において、外国の大学、大学院又は短期大学の課程を有するも

のとして当該外国の学校教育制度において位置づけられた教

育施設として所管大臣が指定したものであって、当社の指定を

受けた学校 

   

（指定条件） （指定基準）  

第３条 前条第１号ただし書き及び第２号の学校についての指定学

校としての指定は、設立の告示があった学校であって、次の各号の

条件を具備し、かつ、当社が適当と認めたものについて行う。 

第３条 学校教育法第１条に規定する学校以外の学校について指定

学校として指定する場合の基準は、次のとおりとする。 

 

(１) 修業期間は、連続して12か月以上となっていること (１) 監督庁の認可の日及び開校の日のいずれからも１年以上経

過していること（国公立の学校及び学校教育法第130条第１項

に基づき設置の許可を受けた専修学校については、この限りで

 



ない。） 

(２) 授業時数は、１年間に700時間以上を基準として定めている

こと 

(２) 修業期間が連続して12月以上であること  

(３) 生徒の部科別の定員は、40人以上となっていること。ただし、

特殊な教育を行う学校の部科にあっては、20人以上とする。 

(３) 授業時間数が１年間700時間以上であること  

(４) 教育課程及び生徒数に応じた必要数の教員が置かれている

こと。ただし、その最低は３人とする。 

(４) 生徒の部科別の定員が40人以上であること  

(５) 入学期又は卒業期は、年２回以内であって、固定しているこ

と。ただし、特殊な教育を行う学校の部科にあっては、年３回

までとする。 

(５) 入学期又は卒業期が年２回以内であつて固定していること  

(６) 学則に定めている入学期又は卒業期以外の月に入学させ、又

は卒業させていないこと 

(６) 学則に定めている入学期又は卒業期以外の月に入学させ又

は卒業させていないこと 

 

(７) １週間の授業日数は５日以上、１週間の授業時数は18時間以

上となっていること 

(７) １週間の授業日数が５日以上、授業時間数が18時間以上であ

ること 

 

(８) 短期修業又は一部学科の専修を認めていないこと (８) 短期修業又は一部学科の専修を認めていないこと  

２ 前条第３号の学校についての指定学校としての指定は、次の各号

に定めるところにより、前項各号の条件を具備し、かつ、当社が適

当と認めたものについて行う。 

   

(１) 学校教育法第124条の規定によって設立した私立学校にあっ

ては、監督庁の認可を得ていること 

   

(２) 学校教育法第134条の規定によって設立した私立学校にあっ

ては、監督庁の認可の日、開校の日のいずれの日からも１か年

を経過していること 

   

３ 前条第４号の学校についての指定学校としての指定は、学校教育

法施行規則第155条第１項第４号、第155条第２項第６号又は第156

条第３号の規定により所管大臣の指定を受け、第１項各号の条件を

具備し、かつ、当社が適当と認めたものについて行う。 

   

第４条 学校の代表者は、第２条第１号ただし書き、第２号、第３号

又は第４号に規定する指定学校として指定を受けようとする場合

第４条 学校の代表者は、指定学校として指定を受けようとする場合

は、次に掲げる申請書類を当社に提出しなければならない。 

 



は、学校指定申請書類を当社に提出するものとする。この場合、分

校にあっては、本校とは別個の学校として申請するものとする。 

２ 前項に定める学校指定申請書類は、次のとおりとする。    

(１) 当社が定める様式の、学校指定申請書 (１) 学校教育法第１条に規定する学校  

 学校指定申請書（別記様式第１号）  

(２) 設立の告示、認可書又は学校教育法施行規則第155条第１項

第４号、第155条第２項第６号又は第156条第３号の規定による

所管大臣の指定の告示の写し 

(２) 前号以外の学校  

  ア 学校指定申請書  

  イ 監督庁の認可の写し  

  ウ 学校調書（別記様式第２号）  

  エ 学校内容、設備に関する参考書類  

(３) 学則    

監督庁に届出済みのものであって、次の事項が記載されてい

るもの。ただし、学則中にこれらの事項が記載されていないと

きは、これに代わる書類を学則に添付するものとする。 

  

ア 修業年限・学年・学期及び授業を行わない日（休業日）に

関する事項 

   

イ 部科の組織に関する事項    

ウ 学科課程及び授業時数に関する事項    

エ 部科別定員及び教職員の組織に関する事項    

オ 入学・退学・転学・休学及び卒業に関する事項    

カ 第２条第１号ただし書きの学校が高等学校通信教育規程

（昭和37年文部省令第32号）第２条に規定する面接指導、大

学通信教育設置基準（昭和56年文部省令第33号）第３条又は

短期大学通信教育設置基準（昭和57年文部省令第３号）第３

条に規定する面接授業（以下これらを「面接授業」という。）

   



を在籍校所在地と異なる場所で行う場合は、当該面接授業を

行う面接指導施設名、住所、連絡先及び最寄り駅に関する事

項 

(４) 部科別の在籍生徒現在数及び教職員の現在数を記載した書

類 

   

(５) １週間に行う部科別の授業科目及び授業時間数を記載した

書類 

   

(６) 学校所在地の最寄り駅及び当社線利用の状況を記載した書

類 

   

（指定方法） （指定方法）  

第５条 前条の規定による指定の申請があった場合は、当社はこれを

審査し、指定を適当と認めるものについては、指定学校として指定

するとともに学校の代表者に指定通知書を交付する。ただし、部科

を設けている学校の指定は、部科ごとに行う。 

第５条 学校指定の申請があつた場合は、申請書を審査し、前条第１

号の学校については全部に対し、前条第２号の学校については申請

書類に基づき調査し、第３条に規定する指定基準の条件を具備し、

かつ、指定を適当と認めるものに対し当社が指定する。この場合、

部科を設けている学校については、部科ごとに指定する。 

 

２ 前項ただし書の規定による指定は、次の各号に定める部科に限

る。 

２ 前項により指定学校として指定したときは、学校の代表者に対し

指定通知書（別記様式第３号）を交付する。 

 

(１) 第２条第１号に規定する学校の場合    

学校教育法（昭和22年法律第26号）の定めによる通常の教育

課程を行う部科 

  

(２) 第２条第２号に規定する学校及び同条第３号に規定する学

校で、学校教育法第134条の規定によるものの場合 

   

学校教育法施行規則等当該学校の設置に関する法令に規定

する部科 

  

(３) 第２条第３号に規定する学校で、学校教育法第124条の規定

によるものの場合 

   

専修学校設置基準（昭和51年文部省令第２号）第２条に規定

する学科の属する分野 

  

(４) 第２条第４号に規定する学校の場合    



学校教育法施行規則第155条第１項第４号、第155条第２項第

６号又は第156条第３号の規定により、我が国において、外国

の大学、大学院又は短期大学の課程を有するものとして当該外

国の学校教育制度において位置づけられた教育施設として所

管大臣が指定する課程 

  

（指定期間の限定） （指定期間の限定）  

第６条 第２条第１号ただし書きに規定する通信による教育を行う

学校の通信教育部であって、学校教育法第54条第３項に規定する広

域の通信制の課程を指定学校として指定する場合及び同条第２号

から第４号までに規定する指定学校として指定する場合は、期間を

限定して行う。 

第６条 指定学校として指定する場合、期間を限定して行うことがあ

る。 

 

（指定部科追加申請及び指定変更申請） （指定部科追加申請）  

第７条 指定学校が既に指定されている部科以外の部科について追

加指定を受けようとする場合及び学則の変更によりその既指定部

科の内容に変更を生じた場合は、当該学校の代表者は、当社が定め

る様式による学校指定変更願を提出しなければならない。 

第７条 指定学校が既に指定されている部科以外の部科について追

加指定を受けようとする場合は、第４条に規定する申請手続を行わ

なければならない。 

 

２ 指定部科としての追加申請については、前項の規定によるほか、

第４条第２項及び第６条の規定を準用する。 

   

３ 指定学校が校名・部科名・所在地・最寄り駅・面接授業施設等に

変更を生じた場合は、当該学校の代表者は、学校指定変更願を提出

するものとする。 

   

第８条 第６条の規定により指定期間を限定された指定学校が、指定

期限後に引き続き指定学校としての指定を受けようとする場合は、

当該学校の代表者は、指定期限の３か月前までに、第４条に規定す

る申請手続を行わなければならない。 

第８条 期間を限定して指定された指定学校が、期限後に引き続き指

定を受けようとするときは、期限の３日前までに、申請手続を行わ

なければならない。この場合、申請書類の一部を省略することがで

きる。 

 

２ 前項の規定により提出する学校指定申請書の本文には、継続申請

である旨及び学校指定番号を附記するものとする。 

   

（休校及び廃校の届出） （学校内容の変更通知）  

第９条 指定学校を休校し、又は廃校するときは、当該学校の代表者

は、監督庁に届け出た後10日以内に、当社が定める様式による辞退

第９条 指定学校が休校若しくは廃校するとき又は学校名、部科名、

所在地及び学則その他指定申請内容に変更を生じたときは、すみや

 



届を当社に提出するものとする。 かに当社に届け出なければならない。 

  ２ 部科を設けている学校が、部科ごとに指定されている場合も、ま

た同様とする。 

 

（指定の取消し） （指定の取消し）  

第10条 指定通知書交付後であっても、第３条第１項に規定する指定

学校としての指定条件を具備していないと認めたときは、当該学校

の指定学校としての指定を取り消すことがある。 

第10条 当社は、指定学校で通学定期券の発売が適当でないと認めた

ときは、その指定を取り消すことがある。 

 

   

 別記様式１号 （第４条１号）  

 

 

 



 別記様式第２号（第４条２号のウ）  

 学校調書（その１）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 学校調書（その２）  

 

 

 

 

 

 

 

 



 別記様式第３号（第５条）  

 指定通知書  

 

 

 

附 則   

この規則は、2024年４月１日から施行する。   



 


